


パナソニックグループ エコアイディアレポート 2011

環境パフォーマンス指標算定基準

■対象期間
　2010年4月1日～2011年3月31日

■対象範囲
　商品関連： 当年度の全ての開発製品

■算定基準

項目 指標 算定方法

創エネ商品による
CO2削減貢献量

太陽光発電パネル:　CO2削減貢献量=(2005年度基準製品の発電量-当年度製品の発電量
(1193kWh/kW))×20(年)×当年度の出荷総発電容量(kW)×CO2排出係数(0.3145kg-CO2/kWh)
燃料電池: CO2削減貢献量=(2005年度基準製品の発電量(0)-当年度製品の1台毎の発電量
(1080.5kWh/年))×8(年)×当年度の出荷総台数×CO2排出係数(0.410kg-CO2/kWh)

省エネ商品による
CO2削減貢献量

CO2削減貢献量=(2005年度基準製品の年間消費電力量-当年度製品の年間消費電力量)×商品
寿命×当年度出荷台数×CO2排出係数
CO2排出係数: 日本は0.410（kgCO2/kWh）。日本以外は、地域別に代表国を選定し、持続可
能な発展のための世界経済人会議（WBCSD）並びに世界資源研究所（WRI）が公開している
GHGプロトコルウェブサイト内のCalculation Toolsに記載の各国ごとの数値を使用。

生産活動における
CO2削減貢献量

（2005年度CO2排出原単位－当年度CO2排出原単位）×当年度生産高

燃料の使用に伴う
CO2排出量

環境省「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル（Ver. 2.2）」掲載のCO2排出係数を使
用。

【日本】
各年度購入電力の係数は、0.410（kgCO2/kWh）を固定して使用。

【日本以外】
持続可能な発展のための世界経済人会議（WBCSD）並びに世界資源研究所（WRI）が公開し
ているGHGプロトコルウェブサイト内のCalculation Toolsに記載の各国ごとの数値を使
用。全ての年度で、"Electricity-Heat SteamPurchase_tool1.0_final"記載の2002年の数
値を固定して使用。

生産活動における
CO2排出量原単位

【グローバル】
各工場の名目生産高原単位（＝CO2排出量／名目生産高）の改善率を加重平均して算出。重
みは改善がなかったと仮定した場合の各工場のCO2排出量を使用。

生産活動におけるCO2以外の温
室効果ガス排出量

各ガスの排出量を、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第2次評価報告書（1995年）
で定められたGlobal Warming Potential（地球温暖化係数）を用いてCO2排出量に換算。

非製造拠点からの
CO2排出量

購入電力のCO2排出係数には0.410(kgCO2/kWh)を使用。燃料のCO2排出係数は、環境省「温室
効果ガス排出量算定・報告マニュアル（Ver. 2.2）」掲載の係数を使用。

輸送における
エネルギー使用量

資源エネルギー庁 編著「荷主のための省エネ法ガイドブック」による。（対象範囲：パナ
ソニックグループが荷主となっている輸送）
国際間物流についても、同ガイドブックの考え方を適用して集計している。

輸送における
CO2排出量

上記で算出したエネルギー使用量等をもとに、環境省「温室効果ガス排出量算定・報告マ
ニュアル（Ver. 2.2）」による。

輸送における
CO2排出量原単位の
前年削減比率

１－（当年度CO2排出量／当年度物流重量）／（前年度CO2排出量／前年度物流重量）

投入再生資源/投入資源

投入資源量に占める投入再生資源量の割合。
なお、再生資源が一定割合混入する資源（銅、鉄、アルミ、紙、ダンボール、断熱材ロッ
クウール等）および適切に管理された森林から産出された木材は一定の再生資源混入率に
基づいて、投入資源量から投入再生資源量を算出する。

家電4品目の再商品化量
日本の「家電リサイクル法」で定義.されているリサイクルのことで、分離した製品の部品
または原材料を、自ら利用、あるいは、有償または無償で譲渡できる状態にした重量。

欧州のWEEE指令対象製品回収量 回収システムごとの回収重量×当該システムにおける当社重量ベース市場投入シェア
米国の廃電子機器回収量 州法に基づく回収量および自主取り組みによる回収量など。
工場廃棄物・有価物発生量 産業廃棄物と一般廃棄物、有価物の発生量の合計。
有価物 再資源化業者や処理業者に有価で売却できる排出物。

工場廃棄物・有価物のリサイ
クル率

再資源化量／（再資源化量＋最終処分量）
（再資源化量はサーマルリサイクルを含まない。最終処分量は焼却残渣を考慮してい
る。）

　製造事業場関連： 国内・海外において環境マネジメントシステムを構築している製造事業場等

CO2削減関連

資源循環関連

電力の購入に伴う
CO2排出係数

　その他： 個々の取り組みに応じた範囲
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項目 指標 算定方法

生産活動における水使用量 生産に使用した水使用量合計。（上水道、工業用水、河川、湖水、地下水使用量合計）

工場の重点削減対象物質
「化学物質管理ランク指針Ver.3.1」に指定される化学物質の中で環境への影響が大きい
368物質。（排出・移動量の多い物質、大気汚染の原因となる物質、地球温暖化の原因とな
る物質）

重点削減対象物質の排出量 排出量は大気、公共用水域、土壌への排出を含む。

重点削減対象物質の移動量
廃棄物（廃棄物の処理及び清掃に関する法律上廃棄物に該当する無償および逆有償リサイ
クル分は含まない）としての移動と下水道への排水移動を含む。

工場の管理対象物質 「化学物質管理ランク指針Ver.3.1」に指定される化学物質。

管理対象物質の除去処理量
除去処理において対象化学物質が場内で中和、分解、反応処理などにより他物質に変化し
た量。

管理対象物質のリサイクル量
有償リサイクル分、廃棄物の処理及び清掃に関する法律上廃棄物に該当する無償および逆
有償リサイクル分。（PRTR法に基づく移動量とは異なる）

管理対象物質の消費量
対象化学物質が生産工程中の反応により他物質に変化したり、製品に含有もしくは付随し
て場外に持ち出される量。

環境配慮商品

詳細は、ＧＰ（グリーンプロダクツ）判定基準書２０１０年度版にて規定。　基本的な内
容を示す。
下記①～④の何れかを満たす。
①地球温暖化: Ａ、Ｂのいずれかを満足すること。Ａ．自社評価値が前モデル以上である
ことかつ評価値が業界上位１０％以内であること。Ｂ．自社評価値が前モデル以上である
ことかつ評価値が業界上位３０％以内であることかつ温暖化防止ファクター２．００以
上。（２０００年度比）
②化学物質管理: Ａは必須項目。Ａ．国内向け製品の内部配線（全て）は、塩ビ代替化完
了。（適用除外は除く）Ｂ～Ｅのいずれかを満足すること。Ｃ～Ｅについては訴求ポイン
トを有すること。Ｂ．内部の塩ビ配線（全て）を代替により廃止。（海外仕向け地向け）
Ｃ．内部配線を除く塩ビ代替。（２０００年度使用製品のみ）Ｄ．ﾗﾝｸ指針で規定するRoHS
対象物質に関する適用除外部品・材料の代替化。Ｅ．非特定臭素系難燃材の代替化。（２
０００年度使用製品のみ）(例：セット系製品における筐体、プリント基板）
③資源有効利用: セット系：Ａ～Ｆのいずれかを満足すること。ただしＢ～Ｆを選択した
場合はＧを必須とする。デバイス系：Ｂ～Ｇのいずれかを満足すること。Ｄ～Ｆについて
は訴求ポイントを有すること。Ａ．製品質量が業界上位１０％以内。（電池は質量/容量で
の評価も可）Ｂ．製品質量が業界上位３０％以内。（電池は質量/容量での評価も可）Ｃ．
消耗材資源（水、油等）量が業界上位１０％以内。Ｄ．質量２５ｇ以上の部品に再生プラ
スチック、リユース部品、植物由来樹脂、生物資源(竹など）のいずれかを使用しているこ
と。（１部品でも可）Ｅ．レアメタルを前モデルより削減。（経産省定義の３１鉱種）
Ｆ．実証リサイクル率が前モデルより向上。（但し､４家電製品：法定＋１０％）Ｇ．資源
ファクター１．７０以上。（２０００年度比）
④環境創造性: 上記①～③の特徴項目で評価が困難な環境負荷を低減、かつ他社優位性が
あること。（NOx除去装置など環境修復製品ただし事業開始時のみ認定）

ダントツGP機種数

環境配慮商品であって、更に下記のダントツGP基準を満たした機種数。
業界２位比１０％以上のダントツ度（環境性能優位性）があること（製品により個別基準
を設ける場合にはそれに従う）普及ゾーンを設定する場合には、その範囲内での判定を行
う。

省エネ機種構成比 ダントツGPの中で、地球温暖化の項目でダントツを取得したもの。

環境配慮No.1商品売上比率 ダントツGPの売上/パナソニック連結売上

環境教育の人数
学校への出前授業や課外授業での環境教育、ショウルームや工場見学での環境教育、エコ
絵日記活動を通じた環境教育、等の延べ参加人数。

植樹の本数
販売活動に連動した植樹（2010年度は「エコナビ搭載家電1台で、1本の植樹を。」キャン
ペーン）、事業場が敷地内や地域で行う植樹、の延べ植樹本数。

購入先様のCO2排出量
パナソニック･協栄会加盟の約100社の購入先様の生産活動におけるCO2排出量。燃料関係は
環境省「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル（Ver2.2 ）」の係数に基づく。日本の
各年度購入電力の係数（kgCO2／ kWh）は、0.410を固定して使用。

NOX排出量
大気汚染防止法で規制されるばい煙発生施設（海外においてはそれに類する施設）より大
気に排出される窒素酸化物をすべてNO2として計算した総重量。

SOX排出量
大気汚染防止法で規制されるばい煙発生施設（海外においてはそれに類する施設）より大
気に排出される硫黄酸化物をすべてSO2として計算した総重量。

COD汚濁負荷量
法規制、条例、協定のある事業場から公共用水域に排出される排水の化学的酸素要求量の
総重量。

窒素汚濁負荷量
法規制、条例、協定のある事業場から公共用水域に排出される排水の窒素化合物中の窒素
の総重量。

リン汚濁負荷量
法規制、条例、協定のある事業場から公共用水域に排出される排水のリン化合物中のリン
の総重量。

化学物質関連

環境配慮No.1
商品関連

ステークホル
ダーとの協働

工場環境の
管理

水関連
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